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Ⅰ 地域農林水産部の組織図・分掌事務

他部･部内の連絡調整、人事･服務、物品管理、入札･契約･経理事務、

職員の研修、農業制度資金、農業団体の指導等に関すること■農　　林： 59人

  （部長･農林次長を含む）

■農村整備： 28人

 （農村整備次長を含む）

■家　　保： 12人

 （所長･副所長を含む）

企画班 6名

■内訳
指導調整課 7名

農業生産体制強化､農業委員会､６次産業化､農山漁村活性化、経営

所得安定対策、食育、食品表示、農地中間管理事業等に関すること

農

業

普

及

振

興

室

長

経営･担い手班 7名
経営改善･法人化支援、制度資金、担い手育成、起業活動支援、産直

施設運営支援､女性リーダー育成､グリーンツーリズム等に関すること

稲作･畑作物･畜産の技術･経営指導と生産振興、土づくり、肥料取締

法等に関すること

園芸班 8名
野菜･果樹･花きの技術･経営指導と生産振興、 野菜指定産地、特別

栽培農産物認証制度、地方卸売市場等に関すること

         計       99人

次

 

長

（

農

林

担

当

）

作物･畜産班 7名

三沢分室 6名
三沢市、六戸町、六ヶ所村及びおいらせ町における農作物の技術･

経営指導等に関すること

部

 

長

畜産推進監 畜産課 4名
畜産公共事業に関すること、肉牛･乳牛･豚･鶏等の生産･流通振興、

畜産環境保全等に関すること

林業振興課 10名

県産材利用推進、林業団体指導、造林･間伐、緑化啓蒙、林業金融、

治山事業、林道事業、保安林、林地開発、鳥獣保護及び狩猟等に

関すること

次

 

長

（

農

村

整

備

担

当

）

農

村

整

備

調

整

監

管 理 課 4名

農道ほ場整備課 7名

指導調整担当 4名 農村整備の事務の統括に関すること

土地改良区の指導･監督、農業基盤整備、土地改良財産等の管理、

用地の買収･補償、換地に関すること

農村計画課 3名
農業農村整備の基本調査･計画及び多面的機能支払交付金等に関す

ること

水利防災課 8名

農業水利施設保全合理化事業、防災ダム事業、中山間地域総合整備

事業、国営造成施設管理体制整備促進事業、基幹水利施設管理事業、

ため池等整備事業、農業水路等長寿命化･防災減災事業、災害復旧

事業及び農業用ダムの管理に関すること

経営体育成基盤整備事業、通作条件整備事業、集落基盤整備事業、

農業集落排水事業、中山間地域等直接支払交付金、中山間ふるさと

水と土保全対策事業に関すること

十

和

田

家

畜

保

健

衛

生

所

長

副

所

長

防 疫 課 7名
家畜保健衛生の啓発、疾病予防、医薬品の販売許可及び立入

検査に関すること

衛生指導課 3名 家畜保健の試験及び検査、家畜疾病の病性検査に関すること
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「青森県上北地域県民局地域農林水産部」の所在地・連絡先

■指導調整課、農業普及振興室、畜産課、林業振興課

〒034-0093 青森県十和田市西十二番町20-12（青森県十和田合同庁舎2階）

TEL 代表:0176-22-8111 FAX 指導調整課､畜産課､林業振興課

直通:指導調整課 0176-23-5388 >> 0176-22-9161

農業普及振興室 0176-23-4281 農業普及振興室

林業振興課 0176-24-3379 >> 0176-25-7242

注 部長、次長（農林担当）へ御連絡の際は、指導調整課までお願いします。

■農業普及振興室三沢分室

〒033-0024 青森県三沢市東岡三沢1-1-7

TEL 0176-53-2498 FAX 0176-53-8539

■指導調整担当、管理課、農村計画課、農道ほ場整備課、水利防災課

〒034-0082 十和田市西二番町10-21

TEL 指導調整担当 0176-23-5245 FAX 指導調整担当

管理課 0176-23-5246 >> 0176-22-3929

農村計画課 0176-23-5317 管理課、農村計画課、農道ほ場

農道ほ場整備課 0176-23-5318 整備課、水利防災課

水利防災課 0176-23-5250 >> 0176-23-5247

注 次長（農村整備担当）へ御連絡の際は、指導調整担当までお願いします。

■十和田家畜保健衛生所

〒034-0093 青森県十和田市西十二番町19-23

TEL 0176-23-6235 FAX 0176-23-3044
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Ⅱ 上北地域の概要 

※表の数値は、四捨五入などにより計が一致しないことがあります。 

１ 地 勢 

   上北地域は、東西に約 52km、南北に約 81km、 

  総面積が約 2,125k ㎡で、県全体（9,645k ㎡）の 

   22％を占めています。 

   十和田湖、小川原湖という２つ 

  の大きな湖が南部と東部に位置し、 

  西部は八甲田連峰から八幡岳・野 

  辺地烏帽子岳へ連なる山岳地帯、 

  東部は火山灰土で覆われた三本木 

  原・三沢・六ヶ所の３つの台地で 

  形成されています。 

 

２ 気 候 

   上北地域は広大であるため、市町 

  村により気候は異なります。 

   しかし、太平洋側に位置するため、 

  夏はヤマセ（偏東風）により低温が 

  続くことがあり、冬は一部地域を除き降雪量が少ない特徴があります。 

 

３ 人 口 

   上北地域の人口は約 191 千人で、県人口（1,228 千人）の約 16％を占めており、地域 

  別では第４位となっています。

 

［青森県の推計人口令和４年 1 月 1 日現在］ 

東 青

291,081人 24%

中 南

258,779人 21%三 八

281,865人 23%

西 北

130,004人 11%

上 北

189,791人 16%

下 北

66,535人 5%

推計人口（令和４年1月1日現在）

推計人口（令和４年1月1日現在）

市町村 推計人口(人)

十和田市 59,559

三沢市 38,624

野辺地町 12,099

七戸町 14,269

六戸町 10,409

横浜町 4,151

東北町 16,147

おいらせ町 24,314

六ヶ所村 10,219

計 189,791
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４ 地域経済 

  上北地域の総生産額は約 8,600 

億円で、県全体の 18.5％です。 

  農業の総生産額は 600 億円で、 

 県全体（1,544 億円）の 38.9％ 

 を占めています。 

 

 

 

［平成 30 年度市町村民経済計算］ 

 

 

 

５ 農林水産業 

   上北地域は水稲・野菜・畜産を中心とした農業が営まれ、森林面積も総土地面積の約 

 半分を占め林産資源も豊富です。 

  また、水産業は沿海でのホタテ養殖や小川原湖などでの内水面漁業等を中心に行われ 

 ています。 

 

（１）耕地面積                                  

   上北地域の耕地面積は 44,392ha 

  と、県全体(149,600ha)の約３割 

  を占め、県内で最も多い地域です。 

   その内訳は、水田 22,260ha、畑 

  22,109ha となっています。 

 
 
［令和３年作物統計］ 

［令和４年度青森県森林資源統計書］ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

区分 上北/県

農 業 60,045 (7.0) 154,464 (3.3) 38.9

林 業 832 (0.1) 2,049 (0.0) 40.6

水 産 業 2,798 (0.3) 28,440 (0.6) 9.8

鉱 業 464 (0.1) 13,983 (0.3) 3.3

製 造 業 270,078 (31.5) 775,582 (16.7) 34.8

建 設 業 60,898 (7.1) 313,202 (6.8) 19.4

卸売・小売業 56,783 (6.6) 552,278 (11.9) 10.3

運輸・郵便業 26,996 (3.1) 246,175 (5.3) 11.0

宿泊・飲食業 14,018 (1.6) 120,350 (2.6) 11.6

不 動 産 業 75,290 (8.8) 508,695 (11.0) 14.8

そ の 他 289,915 (33.8) 1,918,674 (41.4) 15.1

計 858,117 (100.0) 4,633,892 (100.0) 18.5

市町村内総生産 （単位：百万円・％）

上北 県
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（２）主要作物の作付面積                             

   令和３年は、水稲 7,471ha、大豆 674ha が作付され、水稲は県全体の約 17％、大 

  豆は約 13％を占めています。 

 野菜は、上北地域全体では、ごぼう、ながいも、にんにく、だいこん等の露地野菜

が多く作付けされています。にんじん（三沢市、おいらせ町）、キャベツ（おいらせ  

町）、ねぎ（十和田市）、トマト（七戸町）、ばれいしょ（横浜町）、こかぶ（野辺

地町、東北町）などは、それぞれの市町村で重点的に作付されています。 

［水稲・大豆：農林水産関係市町村別統計（令和３年産）。表中の「-」は事実不詳又は調査を欠くもの、 
 「X」は個人又は法人その他の団体に関する秘密を保護するため統計数値を公表しないもの] 
［野菜：上北地域県民局調べ（令和３年産）］ 

 

（３）農業産出額                                 

   令和２年の上北地域の農業産出額は 1,061 億円で県全体の 32.6％を占め、地域別

では県内１位となっています。 

   特に、野菜は県全体の 56.1％、畜産も県全体の 53.4％と 5 割以上を占めています。 

［令和２年市町村別農業産出額］ 

 

「0」：単位に満たないもの 

  （例：0.4 千万円→０千万円） 

「-」：事実不詳又は調査を欠くもの 

「X」：個人又は法人その他の団体に 

   関する秘密を保護するため、 

   統計数値を公表しないもの 
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（４）農家数                                   

   上北地域の総農家数は、令和 2 年には 6,630 戸で県全体の 18.2％を占めています。  

このうち販売農家は 5,177 戸で、平成 27 年対比 77.2％と減少しています。 

農業就業人口は、65 歳以上の割合が 49.1％と高齢化が進んでいます。 

［2005～2020 農林業センサス］ 
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（５）主要家畜の飼養頭数                             

上北地域は畜産が盛んで、家 

畜の飼養頭数の県全体に占める 

割合は、乳用牛が 82.9％、肉用

牛が 67.4％、豚が 67.1％、採卵

鶏 が 34.2% 、 ブ ロ イ ラ ー は

58.3%となっています。 

 

（６）森林の状況                                 

  ア 上北地域の総面積の 54.7％（116,378ha）が森林で、その 43.7％が民有林であ

り、県全体の民有林の割合（37.6％）より高くなっています。 

  イ 所有規模が零細な所有者※が多く、造林や森林整備、伐採等の作業は森林組合や

林業事業体に依頼しています。          ※保有山林面積が 1ha 以下の世帯 

［令和４年度青森県森林資源統計、林家数と保有山林面積のみ 2020 農林業センサス］ 

 

（７）水田の整備状況                               

  上北地域の令和３年度までの水田の整備率は、84.７％となっています。 

［県農村整備課調べ］ 

［上北計：県畜産課調べ、県計：農林水産統計年報］ 
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（８）水産業の状況                                

    ア 上北地域では、陸奥湾及び太平洋海域で海面漁業が、小川原湖、十和田湖、奥入 

瀬川、高瀬川などで内水面漁業が営まれています。 

令和３年度における上北地域の海面漁業は、漁獲数量が 10,073t（県全体の 7.0   

％）、漁獲金額が 2,813 百万円（同 8.6％）となっています。 

漁獲数量が多いのは、陸奥湾ではホタテガイ、カレイ、ナマコなどで、太平洋海   

域ではスルメイカ、サバ、サケ、ウバガイ（ホッキガイ）などです。 

［令和３年度青森県海面漁業に関する調査結果書］ 

 

  イ 上北地域の内水面漁業については、全国 

でも有数の漁獲数量・金額を誇る小川原湖   

があり、主力のシジミは平成 31 年(令和元   

年)の漁獲数量が約 823t で、全国の約９％   

を占めています。 

    また、ワカサギ、シラウオの産地として   

も有名です。 

 

［小川原湖漁協、内水面漁業生産統計］ 

 

 

（９）産地直売施設の状況                             

      上北地域には、産地直売施設が 36 か所 

  あります（うち、道の駅が 7 か所）。 

   令和２年度の年間販売額は約 27 億 2 千 

万円、１施設当たりの平均販売額は約 7.6 

  千万円となっています。 

 

 

 

           ［県総合販売戦略課調べ］ 

小川原湖漁協, 
823, 9%

その他, 

1993, 

21%

島根県, 3921, 

41%

茨城県, 1522, 

16%

その他, 

1261, 

13%

しじみ漁獲量（平成31年）

青森県

2816

30%

t

t

t

t

t

t
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Ⅲ 上北地域の「攻めの農林水産業」重点推進方針

■ 「攻めの農林水産業」とは、生産から流通・販売までを結び付け、収益性のアップを

図ることを基本に、消費者起点に立った安全・安心で優れた県産農林水産物やその加工

品を生産し、売り込んでいくという販売を重視する本県の振興策です。

農林水産業を取り巻く厳しい環境や新たな課題に対応するため、上北地域の特徴を

活かした次の６つの重点推進方針に基づき、「攻めの農林水産業」を推進しています。

労働力不足の克服と安全･安心･高品質な農産物の生産

地域の活力向上に向けた基盤づくり

連携・協働・交流による活力ある農山漁村づくり

農林水産業の成長と共生社会を支える人財育成

野菜産地の生産･販売力の更なる強化

グローバル化の進展に対応した畜産経営の確立

■ 特に、第４期「攻めの農林水産業」（平成31年度～令和5年度）では、産業政策とし

ては「農林水産業の収益力強化」を図る施策を、地域政策としては「共助・共存の農山

漁村づくり」につながる施策を好循環させながら展開しています。
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１ 労働力不足の克服と安全・安心・高品質な農産物の生産

（１）スマート農機普及による野菜産地体制の強化

上北地域は県内有数の露地野菜産地ですが、農業就業人口の減少による労働力不

足が問題になっています。このため、県では

省力化が期待できる自動操舵トラクタを中心

としたスマート農機の普及を進めています。

経営者だけでなく女性や若手農業者も対象

とした自動操舵トラクタの活用研修会の開催

のほか、活用方法を分かりやすく伝え

るためのビデオマニュアルの作成等に取り組

んでいます。

（２）新たな米政策に対応した水田農業の確立

需要に応じた主食用米の生産が求められており、水田収益力強化ビジョンに即し

た振興作物の普及・拡大を進める必要があります。

主食用の「まっしぐら」は、更なる低コス

ト生産を追求しながら食味の向上を図り、良

食味の新品種「はれわたり」は、地域適応性

を検討して品種特性や栽培方法を生産者に周

知していきます。また、転作作物は土づくり

や排水対策、病害虫防除などの基本技術の徹

底により高品質安定生産を目指しています。

（３）健康な土づくりを基本とした安全・安心な農産物の生産

高収益作物の連作や過剰施肥等により農作

物の収量や品質が低下している事例が見受け

られ、さらに肥料価格が上昇していることか

ら、堆肥等の地域資源を活用した「健康な土

づくり」の更なる推進が必要となっています。

このため、土壌診断に基づいた適正施肥や

土づくりについて「あおもり土づくりの匠」

と連携した取組を強化するとともに、環境に

やさしい農業（環境保全型農業直接支払交付

金・特別栽培農産物等）の拡大や、緩効性肥料のプラスチック被膜殻の流出防止に

向けた取組を進めています。

自動操舵トラクタによるながいも収穫作業

転作大豆の土づくり実証試験

栽培講習会で土づくりの必要性を啓発
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（４）特定家畜伝染病（口蹄疫･高病原性鳥インフルエンザ･豚熱・アフリカ豚熱）発生防止の推進

高病原性鳥インフルエンザは、管内で令和４年４月に続けて２件発生し、県内過去最大
となる26.6万羽の鶏が殺処分されました。豚熱については、他県で散発的に豚での発生が継
続しているほか、野生いのししでの感染確認地域が拡
大しています。さらに、国外では、隣接するアジア諸国に
おいて、口蹄疫やアフリカ豚熱が依然として猛威をふる
っています。
これら家畜伝染病の発生状況を踏まえると、家畜の

飼養密度が高い当地域への侵入が危惧されることか
ら、発生防止に向けた飼養管理基準の遵守や異常家
畜の早期発見、早期通報、野生動物の侵入防止など
の周知・指導を強化しています。

２ 地域の活力向上に向けた基盤づくり

（１）再造林の推進と林地残材の活用
管内の国内最大級のＬＶＬ（単板積層材）工場や近隣の大型木質バイオマス発電

所に供給するための素材生産量が急増

しています。

一方で、持続可能な森林施業を進め

るために不可欠な再造林(植栽)率は低

位な状況にあるため、造林補助金等を

活用した森林所有者の負担が少ない再

造林を推進しています。

（２）県産材の利用推進
管内には、県内唯一のＬＶＬ工場や県内最

大規模の製材工場が立地しており、木材製品

の供給体制面で有利な条件が揃っています

が、利用者側に木材利用に関する知識が不足

しているため、あまり利用されていません。

このため、関係者による連絡体制を構築す

るほか、木材について深い知識を有する上北

地域木造化推進アドバイザーを養成し、木材

の地産地消を推進していきます。

木質バイオマス発電用チップの製造

県産材木造住宅

高病原性鳥インフルエンザ防疫措置
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（３）海岸防災林育林活動の推進
東日本大震災の津波により、おいらせ町か

ら三沢市にかけて被害を受けた約123haの

海岸防災林の植栽は令和元年度で終了しまし

た。しかし、海岸防災林としての機能を十分

に発揮するまでには30～40年もの期間を要

するため、適切な育林作業の継続が必要です。

育林には長期間を要する上、対象面積が広

大であることから、地域住民等にも育林作業に

参加してもらえるように取組を進めています。

（４）「環境公共」の強力かつ着実な推進
本県では農林水産業を支えることは地域の

環境を守ることに繋がるとの観点から、農林

水産業の生産基盤や農山漁村の生活環境など

の整備を行う公共事業を「環境公共」と位置

付け、以下の３つの目標を掲げています。

①農林水産業が支える自然･景観･文化の保全

･継承

②持続可能で循環型の農林水産業の実現

③地球環境問題への貢献

管内は設定目標に概ね到達していますが、今後も関係者に対して周知しながら、

各個別地区の取組及び奥入瀬川小流域における農・林・水の広域的連携を重点的に

推進していきます。

（５）地域農業の将来目標実現に向けたほ場整備の推進
地元農家からの要望を受けて、県営

ほ場整備事業を東北町・七戸町の土場

川地区484ha、東北町の赤川地区26ha、

十和田市の赤石地区36haの３地区で実

施しています。

事業では、農地の大区画化のほか、

暗渠排水、石礫除去や軟弱地盤改良な

どの工事を実施し、水稲だけでなく高

収益作物も作付け可能なほ場の整備を進めています。

併せて、農地中間管理事業を活用し、区画整理後の農地集積を進めながら、高収

益作物の品目検討会及び生産体制づくりを進めていきます。

海岸防災林復興植樹祭（三沢市）

整備後の大区画水田（東北町）

環境に配慮した水路（東北町）
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（６）次世代を見据えた啓発活動による水循環保全の推進
上北地域は十和田湖、小川原湖を有し、

奥入瀬川や高瀬川流域の河川がもたらす

豊富な水資源により農林水産物の生産が

支えられており、これら流域においては

各種団体による河川等の清掃活動や植樹

活動のほか、環境保全に向けた様々な取

組が行われています。

このような活動が継続され、水資源が

永続的に確保されるように、小・中学生

を対象にした学習会など次世代に向けた

啓発活動を実施しています。

３ 連携・協働・交流による活力ある農山漁村づくり

（１）地域資源を活用した食産業づくり
上北地域には、豊富な農畜・水・林産物があ

りますが、生鮮で出荷されることが多く、これ

らを活用した加工品開発の取組は多くない状況

です。

このため、農林漁業者と食品製造業者、農林

漁業者と流通販売業者など、各事業者間の連携

を促し、地域資源を活かした新たな加工品づく

りと、生鮮品を含めた販売促進活動を支援して

います。

（２）農作業体験を中心としたグリーン・ツーリズムの推進
農泊を中心としたグリーン・ツーリズムの

ニーズが高まっていましたが、新型コロナウ

イルス感染症拡大の影響により宿泊者数や体

験受入数等が大幅に減少しています。

このため、農作業体験受入組織等の連携を

推進し、ウィズコロナ時代でのグリーン・

ツーリズム成功事例等の情報提供により受入

農家の意欲を醸成し、農作業体験を中心とし

た交流人口の回復を図っていきます。

新商品お披露目会でのPR

コロナ禍での受入に関する視察研修

十和田湖の水利用について学習（十和田市）
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（３）農福連携による障がい者就労の促進
障がい者の就労促進と農業分野におけ

る労働力の確保を図るため、農業者と福

祉事業所の農福連携に関する情報収集や、

円滑なマッチングの体制づくり及び障が

い者の農作業能力向上のための実習等を

行ってきました。

今後は、農業側と福祉側の双方におけ

る農業ジョブトレーナーの育成を行い、

農福連携の取組が更に広がるよう支援し

ていきます。

４ 農林水産業の成長と共生社会を支える人財育成

（１）地域経営の核となる経営体の体質強化
将来にわたり地域農業を安定的に運営して

いくためには、担い手である集落営農組織や

個別経営体の体質強化が必要であり、そのた

め法人化を進めています。

上北地域の地域経営体数は令和４年５月末

現在で1３８経営体、うち法人は７１経営体

となっています。引き続き農業経営・就農支

援センターが主体となって、地域経営体の法

人化を支援していきます。

（2）新規就農者の定着と経営管理能力の強化
新規就農者の多くは、農業に関する知識・

技術が不足し、安定した収益確保ができず、

就農後の定着が難しい状況にあります。

このため、基礎的な生産技術の習得及び実

践的な経営管理能力の向上を支援するととも

に、農業経営士の参画など地域ぐるみによる

新規就農者のサポート体制の強化を図ってい

ます。

障がい者によるだいこんの選別作業の見学

農業経営セミナー

先進農業者との意見交換
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（３）産直施設の新たな取組強化と地域共生社会を支える女性人財の育成
上北地域の産地直売施設は、地域全体の年間

販売額が県内トップクラスですが、１施設当た

りの年間販売額が伸び悩んでいるほか、買物弱

者支援等の地域貢献活動も期待されていること

から、産直施設の新たな取組を支援しています。

また、ViC・ウーマンや生活研究グループの

地域貢献活動に対して、ビジネスとして持続可

能な活動へのステップアップを支援しているほ

か、高齢化等により減少が続いる女性起業者に

ついては、新たな人財育成を行っています。

（４）担い手への農地集積・集約化の推進
不在地主の発生や農業従事者の高齢化等により

耕作放棄地が増加していることに加え、担い手の利
用農地が分散する状況となっています。上北地域にお
ける令和３年度の農地中間管理事業の利用は775
haと県全体の44%を占めていますが、担い手への農
地集積率は56.4%に留まっています。
このため、ほ場整備事業実施地区など比較的まと

まった地区で、農地中間管理事業を活用した担い手
への農地の集積・集約化を進めています。

５ 野菜産地の生産・販売力の更なる強化

（１）スマート農機普及による野菜産地体制の強化

「１ 労働力不足の克服と安全・安心・高品質な農産物の生産」（１）の再掲

（２）基本技術の徹底によるながいも産地力の強化
上北地域はながいもの一大産地ですが、競合す

る北海道に比べて単収やＡ品率が低い状況にあり
ます。
このため、優良種苗の導入や栽培技術の向上、

緑肥導入等の土づくりの推進により、品質と収量の
向上を目指すとともに、ながいも担い手育成塾の塾
生等の将来を担う若手生産者の育成を図っていま
す。 ながいも栽培講習会

農地中間管理事業推進連絡会議

地域貢献にもつながる産直の活動
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（３）種苗増殖体系の定着によるにんにく産地の維持
にんにくの重要病害虫イモグサレセンチュウの発

生面積は横ばい傾向ですが、依然として産地を維
持する上で大きな課題となっています。
このため、優良種苗供給に向け、自家増殖の

技術指導と採種体制整備に向けた支援を行って
います。また、土壌病害虫の発生実態を把握し、
発生時の防除対策の普及を図っているほか、乾燥
障害の発生を防ぐため、乾燥中の巡回指導を強
化しています。

（４）ニーズの変化に対応できる野菜産地の育成強化
農産物の輸入拡大が進む中でも、国産野菜に

対するニーズは高く、特に加工・業務用仕向け野菜
の需要が増加しています。
このため、安定した収益確保を図るため、単収及

び商品化率の向上や、は種・移植機や収穫機等の
導入による省力化、収入保険制度などのセーフティ
ネットへの加入を推進しています。

６ グローバル化の進展に対応した畜産経営の確立

（１）上北の公共牧場を活用した広域飼料供給体制構築
上北地域の公共牧場では、肉用牛の放牧頭数

の減少により、未利用草地が年々増加していま

す。

一方、酪農経営では、１頭当たりの生乳生産

量の増加に伴い、１頭当たりの必要飼料量が増

加しており、経営規模の維持・拡大には飼料の

確保が必要になっています。

このため、関係者が一体となって公共牧場の

活用を含めて、広域的な飼料供給体制の構築の

に取り組んでいます。

にんにく採種ほのウイルス検査

公共牧場実態調査

キャベツ収穫機による省力化の実証
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（２）県産和牛のブランド確立に向けた生産体制の整備
上北地域で生産される十和田湖和牛は、

三八地域の倉石牛と並ぶ本県を代表する地

域ブランド牛ですが、高齢化に伴う農家数

の減少や飼料・素牛価格の高騰等により生

産頭数が減少しています。

このため、品質の高位安定化や家畜の増

頭事業を活用した頭数確保等を行うととも

に、担い手・後継者の育成を図っています。

（３）ＴＭＲセンターを活用した酪農経営支援
飼料費の高騰と労働力不足を背景にＴＭ

Ｒの需要量が増加しており、自給飼料（牧

草、デントコーン）の安定生産とＴＭＲの

高品質化に向けた支援を行っています。

また、乳量や乳質は、飼養環境の影響を

大きく受けることから、飼養管理技術の向

上を図っています。

搾乳牛240頭規模の牛舎

十和田湖和牛肥育技術向上プロジェクトの採血





県産品PRキャラクター「決め手くん」は、「安全・安心」で「おいしい」青森県産品を

多くのお客様に印象づけ、県産品全体の認知度向上と総合イメージづくりを進めるため、

平成18年に誕生しました。


